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２００９年６月１８日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　　三浦　正道

2009人勧期の取り組みについて（１）
連日の取り組みに、心より敬意を表します。
さて、６月３日～４日に行った道本部第110回中央委員会において「当面の闘争方針」でも提起しましたとおり、2009人勧期要求実現にむけて下記の方針・日程のとおり取り組みを推進することとします。各単組・総支部におかれましては、闘争態勢の確立、取り組みの準備をよろしくお願いします。

また、はがき行動など具体的な取り組みについては、追って、提起します。
記

（110回中央委員会「当面の闘争方針」より抜粋、一部訂正）

09人勧期闘争の取り組み

【若干の経過と情勢】

①　2009春闘の民間における妥結状況は、平均賃上げ方式で5,112円・1.73％（2008年同時期回答比575円減・0.20％減、連合集計、４月20日現在）、昨年と同一組合の比較では、5,186円・1.76％（同時期回答比746円減・0.26％減）となり、定期昇給を確保するに止まっています。また、中小共闘については平均賃金方式（前年同一組合、300人未満）で3,960円・0.23％（前年比606円減・0.23％減）とやはり前年より微減ですが、今後妥結する組合はさらに厳しいものと想定、定期昇給分の確保すらも難しい状況と押さえる必要があります。
②　一時金は、2009年夏季2.10ヵ月（2008年2.28ヵ月、連合集計）、2009年夏冬では4.35ヵ月（2008年4.97ヵ月）となり、昨年比0.62月のマイナスとなり、民間企業の急激な一時金の減額を踏まえて、異例な夏季一時金の凍結勧告が人事院から出されました。最終的には、８月の勧告により例年どおり調整は行うとしているものの、民間企業の夏季一時金の相場形成に大きな影響を与えることとなりそうです。

こうした状況は、昨年11月以降の急激な景気の後退による企業の業績悪化が要因にあり、労働者への配分どころか、雇用問題まで発展するという1990年代の厳しい経験を思い出させるような状況といえます。今後の人勧期のたたかいは、極めて厳しい局面での攻防にならざるを得ないことを改めて認識しなければなりません。

③　国家公務員の給与実態については、平均年齢の上昇による引上げ要因がある一方で、給与制度見直しの経過措置の変動要因があり、国公給与の増減を推計するのは不可能な状況にあります。結果が得られる７月を待たなければなりません。

　　このように、月例給は、民間相場がほぼ定期昇給確保すら極めて厳しいなかで、国家公務員の給与実態は読めないことなどから、2009年の官民較差は極めて不透明な状況ながらもマイナス較差が危惧されます。また、一時金は、民間動向が昨年冬は微減、本年夏が大幅減の見込みであることから、0.3月を超える引き下げもありうる厳しい情勢にあります。一時金について、精確な民間実態調査と官民比較を行い、生活維持に必要な支給月数の確保が求められます。

④　人事院は、５月１日から６月18日までの予定で、2009年民間給与実態調査の作業に入っています。2009年調査の特徴として、ア）ワークシェアリングや一時帰休・休業にともなう賃金カットの状況、イ）高齢層従業員の給与カーブ、役職定年等の状況、ウ）住居手当の支給基準の調査をあげています。
　　また、人事院は、夏季一時金の特別調査を４月に実施し、５月１日に暫定的な措置として0.20月の凍結を勧告し、５月８日に給与関係閣僚会議で決定されています。凍結分の取り扱いは、本年の給与実態調査結果をふまえ、本年夏に必要な措置を国会及び内閣に勧告されることとなっていますが、人事院の特別調査と勧告は、政治的圧力を受けての対応であり、精確な調査ではなく、中小企業の春闘妥結や地域経済へのマイナス影響があるなど、極めて問題のあるものとなっています。
⑤　今年の人勧期の重点課題として例月給・一時金の問題以外に、地公に関わる内容としては、①自宅所有者の住居手当廃止の課題、②地域民間賃金への準拠との動きに対し、全国的な一定の水準をどのように構築していくのか、特地勤務手当の級地指定基準の見直しなどが争点としてあげられます。いずれの課題も厳しい情勢の中での取り組みとならざるを得ませんが、自治労・公務員連絡会等に引き続き結集を強め、取り組みを進めることとします。

【自治労・公務員連絡会の取り組み方針】

以上の情勢を踏まえて、自治労・公務員連絡会は2009人事院勧告における課題及びたたかいの進め方を以下のとおりとして、要求実現に向けた取り組みを展開するとしています。

＜09人事院勧告にむけた取り組みの基本目標＞

①　月例給、一時金の維持・確保

ア　2009年度の給与改定にあたっては、「公平・公正な官民比較に基づき、月例給の水準を維持する勧告を行うこと」を要求します。

官民較差の配分等については、較差の動向を見つつ交渉・協議をすすめます。

イ　一時金については、精確な調査と官民比較を行うことを求め、「公務員労働者の生活を防衛するために必要な支給月数を確保すること」を要求します。

②　諸手当の改善

ア　自宅に係る住居手当の見直しについて、国・自治体の支給実態を十分踏まえるとともに、住宅取得時の財形持家個人融資との関わりを含め手当の意義を考慮し、慎重に検討することを求めます。

イ　特地勤務手当の見直しついては、離島、山間へき地の生活環境、実態と人材確保を重視し、指定基準、箇所付等について交渉・合意に基づくことを求めます。

③　「給与構造改革」に関わる要求課題

ア　地域別官民比較結果の方法、公表のあり方については、十分交渉・協議し、合意に基づく対応を求めます。また、地域別官民給与比較結果に基づく俸給水準等の見直しを勧告しないよう求めます。

イ　2009年度分の地域手当の引上げについては、交渉・協議、合意のうえで対応するよう求めます。
④　非常勤職員の処遇改善

非常勤職員の給与に係る人事院指針の実施状況の点検と、その改善を要求します。2008年人事院報告で提言した非常勤職員の休暇制度の改善を確実に勧告するよう求めます。

⑤　超過勤務時間短縮

ア　厳格な勤務時間管理と実行性のある超過勤務縮減策を求めます。

イ　労働基準法改正に対応して超過勤務の割増率を引上げる勧告を行うことを求めます。

⑥　男女平等の公務職場の実現

ア　人事院の「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」の着実な実施を求めます。

イ　民間の育児・介護休業法の改正に遅れることなく公務の育児休業法、介護休暇制度の改善のための意見の申出を行うよう求めます。

ウ　育児休業・育児短時間勤務の取得について数値目標を設定するとともに、男性取得の促進を求めます。　
⑦　新たな高齢者雇用施策について

ア　７月に予定される人事院の「公務員の高齢期の雇用問題に関する研究会報告書」のとりまとめに当たっては、公務労協の「新たな高齢雇用施策とりまとめの基本方向」に沿って意見反映を求めます。

イ　同研究会報告書に基づき、65歳までの段階的な定年延長を中心とする人事院の「意見の申出」をできるだけ早期に行うよう求めます。

ウ　「工程表」に基づいて設置された「定年まで勤務できる環境の整備等に関する検討会議」に対して、公務員連絡会と十分交渉・協議するよう求めるとともに、新たな高齢雇用施策の検討に当たっては、65歳までの段階的な定年延長を中心とするよう求めます。

＜たたかいの具体的進め方＞

①　人事院総裁への要求提出

６月24日（水）

②　中央行動

人勧期の中央行動については、次の通り実施します。なお、公務員連絡会の提起により、情勢に応じた中央行動を配置します。

第１次中央行動　　　　　７月14日（火）1,000人規模

第２次中央行動　　　　　７月24日（金）4,000人規模
また、特地勤務手当の課題について、必要に応じて、支給地域代表による交渉を設定します。

③　全国統一行動

要求の実現にむけて次の通り全国統一行動日を設定し、時間外職場集会を開催します。

第１次全国統一行動　　　６月25日（木）

対人事院要求提出日の翌日

第２次全国統一行動　　　７月14日（火）

人勧期第１次中央行動にあわせて

第３次全国統一行動　　　７月24日（金）

人勧期第２次中央行動にあわせて

第４次全国統一行動　　　８月上旬
人事院勧告日の翌日

④　地方決起集会

６月下旬（人事院総裁への要求提出後）から７月中旬にかけて、地方連合会・官公部門連絡会規模で決起集会等の開催を追求します。

⑤　７月中旬までの間、ブロック単位ごとに、公務員連絡会国家公務員関係組織と共同して、人事院地方事務所交渉を実施します。
⑥　個人要請はがき行動

　　６月下旬から７月下旬にかけて、全組合員が参加する人事院総裁あての要請はがき行動を実施します。
＜道本部の取り組み＞

上記、自治労・公務員連絡会の取り組みに基づいて以下のとおり対応します。

①　上記、中央段階の全国統一行動及び中央行動に積極的に参加します。

②　北海道公務労協に結集し、人事院北海道事務局交渉等を実施します。

③　はがき要請行動については、方法も含め、別途指示することとします。
自宅所有者の住居手当廃止に対する取り組み

自宅所有者の住居手当の廃止問題については、09勧告に向けて人事院が検討を進めています。さらに、総務省からは、春闘期の交渉において、住民に対する説明責任を果たすことは、国に準じた制度にする必要があるとの見解を示し、国家公務員が廃止されれば、地方公務員に対して自宅所有者の住宅手当の支給は困難であることを明らかにしたことから、この課題は極めて深刻な情勢にあると受け止める必要があります。今後、道本部としては、公務員連絡会・自治労の取り組みに最大限結集し、勧告期・確定期に向けた取り組みに全力をあげます。

１　若干の経過と情勢
（１）人事院自宅所有者の住居手当廃止に向けて検討、地公は水準問題

08人事院勧告において、自宅に係る住居手当については、①財形持ち家個人融資の利用者が2003年以降1/10に減少したこと、②民間の自宅に対する住居手当の支給状況は39.3％（2007年民調）に過ぎないことから、その意義が薄れているため、「来年の勧告に向け、廃止の検討を進める」と報告として出されました。

　　国家公務員においては、支給されている職員が約１割程度であることから、必要な原資も少ないとされていますが、一方で借間・借家に係る住居手当の改善を検討している模様です。しかし、地方公務員の場合は住宅政策の違いから自宅に係る住居手当の受給者は多数にのぼると考えられ、仮に国公に準拠して廃止となった場合、水準問題に直結することとなります。

（２）自宅所有者の住居手当の制度の改変の経過

　　住居手当は1970年に制度化されましたが、自宅に係る住居手当は、それより４年遅れ、1974年から適用が拡大されています。当時は月額1,000円を基本に、住宅を新築・購入した職員について、取得後５年間に限って、2,500円が支給されていました。その後、一切制度は改正されず、2003年の人事院勧告によって、６年目以降の月額1,000円は廃止し、新築・購入後５年間に限定して手当（2,500円）を支給することとなりました。その際の理由は、新築、購入後５年以内の住宅はその維持費等の事情が異なることのほか、財形貯蓄制度の利用による住宅融資を受けるための条件の一つに、このような手当の支給制度の存在が求められる仕組みを考慮したというものでした。
	＜解説＞

勤労者財産形成促進法は、財形住宅融資を利用するには、事業主が５年以上の期間にわたって住居手当、利子補給等の負担軽減措置が必要。住居手当については、５年以上の期間にわたって毎年３万円以上、月額2,500円以上の支給を受けることで、財形住宅融資を受けることができる。


（３）実態が異なる地公に国公の制度を押しつける総務省の姿勢が問題
このような制度措置の経過を踏まえれば、この間、職員個人の財産形成にたいして手当支給はいかなるものかという議論もありましたが、その一方では勤労者財産形成促進法の趣旨も尊重されなければならないし、また、自宅購入時の負担軽減や公務員宿舎が貸与される職員、されない職員との均衡を考慮することも必要です。これらの条件において、地方公務員の実態を踏まえれば、自宅所有者の住居手当制度については、措置することは当然のことと言えますし、実態が異なる国家公務員との均衡論で「制度は国公」との助言を強める総務省の対応は極めて問題があると言わざるを得ません。
（４）道内の住居手当支給状況は全国最高水準

北海道内の住居手当支給状況については、08年の自治労調査によると、全国的に見ても高位水準に位置しており、支給額の上位10位以内に９自治体、50位以内に半分以上が位置していることが明らかとなっています。北海道の各自治体がこれだけ高い水準となった理由には、自治体内に定住を進め、固定資産税など自治体財政に寄与させることを目的として改善を進めてきた結果ですが、これは、住宅異動を伴う人事異動については、原則的に行われなかった市町村職員の人事政策によるものと考えられます。（平成の市町村合併によって、一部の自治体が飛び地合併となり、自治体内の人事異動で、住居の変更を伴う事態は、発生し始めていますが・・・。）

（５）09春闘期の総務省交渉で、住民に対する説明責任が必要と回答

昨年の人事院勧告以降、いよいよ廃止に向けた検討が進められていることから、自治労・公務員連絡会地公部会においては、この自宅所有者の住居手当の課題については、最重点課題として、人事院への要求や総務省への対策を強めてきました。

しかし、09春闘における総務省交渉において、「小規模自治体においては、地域への定住促進や地域活性化の意味合いもあり、手当の支給について住民理解を得られている地域も多い。画一的な政策をしないでほしい」との指摘に対し、総務省は「自宅に係る住居手当については、民間におけるこの種の手当との均衡を考慮するとともに、自宅居住者の住居維持費用の状況等を勘案しながら考えられているものであり、この趣旨は国も地方も同様。自宅に係るもの、借家・借間に係るものを問わず、住民に対する説明責任を果たす上では地方公務員の住居手当は、国家公務員の住居手当の制度・運用との均衡を図るべきもの」との回答を示し、人事政策上の違いはあっても地方公務員だけが自宅所有者の住居手当を支給することにはならないとする考え方を示しています。

国家公務員の給与法に係る人事院規則における支給要件が外れれば、地方公務員法・地方自治法による支給根拠が失われることとなるため、自治労本部などに法制対策の強化を求めなければなりません。また、給与構造改革以降、国公には認められていて、地公には措置されない手当の中に、広域異動手当と本府省業務調整手当があるが、これらの手当は俸給表の水準引き下げにともない、別途措置されたものです。このように自宅所有者の住居手当が、国公にはなじまなくても地公には措置できる手当と位置づけることができないかなど、検討できる要素を検討させるよう、中央段階での交渉を進めていく必要があります。

（６）客観的に見て極めて厳しい情勢、人事院勧告期に全力を！

このように自宅所有者の住居手当の存続をめぐる環境は極めて厳しいと言わざるを得ませんが、09人事院勧告期のたたかいは、一時金の大幅削減や例月給与のマイナスなど、２重・３重という減額が待ち受けている状況とも言えます。このことは、2006年から行われた給与構造改革における矛盾（＝比較対象企業の拡大、国公と地公の事実上の格差の拡大、地域手当措置の矛盾etc.）が、一気に吹き出したものと考えられます。「制度は国、水準は地域民間」とした、地公の給与のあり方研究会報告の問題点をあぶり出し、新たな視点で地方公務員の「標準的給与」を導き出す作業が求められています。09人事院勧告期のたたかいは、まさにその正念場の取り組みと位置づけながら、道本部・地方本部・単組が一丸となって、取り組みを進めなければなりません。
２　たたかいの展開

（１）09人事院勧告の動向が極めて重要となるため、自治労・公務員連絡会地公部会に結集して、人事院対策を強めます。

（２）廃止を強行勧告した場合の対応については、総務省の考え方により大きく左右されることとなるので、総務省に対しては、地方公務員の自宅所有政策の経過・実態を訴えながら、理解を求める取り組みを同時並行で強力に進めます。

（３）総務省は、広域異動手当や本府省業務調整手当については、人事院勧告で出されても、地方公務員になじまない手当という考え方をとっていることから、地方自治法の改正が行われていない例を示しながら、「国家公務員にはなじまなくても地方公務員には措置が可能」とさせるよう求めていきます。

（４）人事院勧告が出された以後については、道人事委員会勧告期・賃金確定期を展望して、改めて方針化・提起します。
３　たたかいの主目標

（１）自宅所有者の住居手当廃止勧告をさせない。

（２）例年実施されている民間給与の実態調査を踏まえると、一時金の大幅な引き下げ（今年に限らず、来年も）や例月給与の引き下げ勧告が想定されることから、２重・３重の減額とならないよう、中央組織に結集して、何としても阻止に向けて取り組む。

４　具体的な取り組みについて

（１）たたかいを進めるにあたっての具体的準備について（６月一杯）

①　全ての道内自治体単組の自宅所有者の住居手当の支給実態及び民間事業所の支給実態について早急に調査を行います（別途指示文書にて調査依頼）。

　　＜調査項目＞

（ア）調査内容は支給額、支給期間

（イ）支給されている職員数、総数に占める割合

（ウ）各市町村における民間事業所の「労務状況調査（仮称）」等により、自宅所有者の住居手当支給の有無・支給水準について把握可能なデータがあれば当局より入手します。

②　北海道内の市町村の手当額が全国的に高位水準であることの理由について、同時に調査を行い分析、理論づくりを行います。また、これまでの交渉において、自宅所有者の住居手当支給ついて、当局側の特段の姿勢が示されていれば、それらの内容について集約します（別途指示文書にて調査依頼）。

（２）人事院総裁と総務大臣への要請行動（７月）

①　人事院総裁に対するはがき行動については、人事院勧告期の取り組みとして提起されているので、それに合わせる形で、はがき行動を展開します。内容については、別途指示します。

②　はがき要請行動だけでは、不十分なので、総務大臣に対する署名の提出を行います。署名用紙、具体的な取り組み日程については別途提起します。

（３）09人勧期の取り組みに合わせて、各種要請行動の展開（７月）

現在、09人事院勧告期に中央行動が計画されていることから、それらの取り組みに結集することを基本に、北海道独自の必要がある場合は、自治労本部・公務員連絡会地公部会に引き続き意見反映し、具体的な要請行動などの展開も検討します。なお、人事院勧告課題とも合わせて、組織内協力国会議員と連携し、民主党北海道議員等への具体的な要請行動も検討します。
（４）北海道人事委員会への対応について（６月末）

北海道人事委員会への対応は、地公三者共闘会議に結集し、09人勧期の要求書提出の際に、自宅所有者の住居手当にかかる課題について、指摘を行うとともに、10月の道人事委勧告期に向けて、交渉を強化します。

（５）北海道当局及び各市町村当局への具体的対応について（７月）

①　中央省庁への要請行動に合わせて、要請書を各市町村長へ単組から提出します。

②　その際、自宅所有者の住居手当措置の必要性について、確認行為を行います。

③　道当局に対しては、地公三者共闘に結集して、09人勧期の要求書提出の際に自宅所有者の住居手当に係る課題について指摘を行います。

　　　要請内容については別途、検討・提起します。
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